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理事長メッセージ  

令和 7年度（2025年度）は、日本社会の「変わろうとする力」と「変われない現実」が

交錯した一年でした。福祉の現場に身を置く私たちにとっても、社会全体の揺らぎがその

まま日々の支援や経営判断に影響を及ぼす、重みのある年度だったと感じています。 

 

4月には、円相場が一時 170円台に迫り、再び歴

史的な円安局面となりました。輸入物価の上昇は食

料品、エネルギー、医療・介護用品にまで波及し、

福祉施設の運営コストを押し上げました。特に送迎

車両の燃料費や食材費の高騰は、私たちのような社

会福祉法人にとって避けて通れない課題です。一方

で、円安による企業収益の押し上げや株価の上昇が

報じられる中、現場で働く人々の実質賃金は依然として伸び悩み、生活の厳しさはむしろ

増しています。社会の「陽」と「陰」がくっきりと分かれた状況は、福祉の必要性を改め

て浮き彫りにしました。 

 

6 月には、介護・障害福祉分野の人材不足が全

国的に深刻化し、国は外国人材の受け入れ拡大や

処遇改善の議論を進めました。しかし、制度の整

備が追いつかず、現場の負担は依然として重いま

まです。私たち健翔会でも、採用活動の強化と職

員育成の両輪で組織を支える取り組みを続けてき

ました。特に若手職員の離職防止と中堅職員の育

成は、法人の未来を左右する重要なテーマです。2025年度は、研修体系の見直しやメンタ

ルヘルス支援の強化を進め、働き続けられる環境づくりに力を注ぎました。 

 

秋には、全国的に「障害児の二次障害」への関心が

高まりました。学校現場での不登校や情緒不安定、家

庭での育児困難が社会問題として取り上げられ、早期

支援の重要性が再認識されました。私たちがにじい

ろ・にじいろプラスで取り組んできた「発達段階に応

じた支援」「家庭との連携」「地域との協働」は、ま

さにこの課題に向き合うための基盤です。しかし、利

用希望者の増加に対し、受け入れ枠が追いつかず、申

し込みをお断りせざるを得ない状況が続いています。

必要な支援が必要な子どもに届かない現実は、法人と

しても胸の痛む課題です。 

 

 

 

 



令和 7年度（2025年度）事業報告                     

2 
 

一方、障害者支援の分野では、長年協議を重ねて

きた重度心身障害者向け新施設（森の木）の建設が

大きく前進しました。車いす利用者や重度の麻痺が

ある方々の入浴支援、災害時の避難場所としての機

能など、埼玉県と議論を重ねてきた内容がようやく

形になり、2025 年度中に開設の見通しが立ちまし

た。地域にとっても、利用者ご家族にとっても、安

心の拠点となる施設です。 

 

さらに、グループホーム建設のための用地取得が完

了し、今年度着工しました。地域で暮らす障害者の「住

まいの選択肢」を広げる取り組みは、健翔会が長年掲

げてきた理念の一つです。次年度早々の開設に向け、

職員体制の整備や運営準備を進めています。 

 

 

2025年度は、自然災害も多い一年でした。特に秋から冬に

かけて全国各地で大規模な山火事が相次ぎ、避難所の在り方

や地域防災の脆弱性が改めて問われました。煙害による健康

被害や、避難の長期化が社会問題となる中で、福祉施設の防

災機能にも大きな注目が集まりました。 

山火事は「遠くの地域の出来事」ではなく、気候変動の影

響を受け、いつどこで発生してもおかしくない災害です。「い

つか」ではなく「いつでも起こり得る」という認識が、職員

一人ひとりに深く根づいた年度となりました。 

 

また、社会全体では「人材の流動化」が進み、転職市場が活発化しました。福祉分野で

も例外ではなく、経験者の採用競争が激化しました。健翔会では、単に人を「採る」ので

はなく、「育て、定着し、活躍してもらう」ことを重視し、研修制度の拡充やキャリアパ

スの明確化を進めました。働く人が誇りを持てる職場づくりこそが、利用者支援の質を高

める最も確かな道だと考えています。 

 

こうした社会の動きと法人の取り組みを振り返ると、光が当たる場所には必ず影が生ま

れるという事実を改めて感じます。円安や物価高騰、災害、人材不足といった「影」の部

分は、決して悪ではありません。むしろ、社会が大きく変わろうとする時にこそ、影は濃

く、輪郭がはっきりと現れます。影があるからこそ、私たちは光の方向を見失わずに歩む

ことができます。 
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健翔会は、影の存在を否定せず、その理由を理

解し、必要な支援を必要な人に届けるために、こ

れからも地域とともに歩んでいきます。障害のあ

る方々が地域で安心して暮らせる社会をつくるた

めに、そして子どもたちが未来に向かって成長で

きる環境を守るために、私たちは福祉の専門性と

人としての温かさを両立させながら、確かな運営

を続けて参ります。 

 

 

令和 7年度も、多くのご理解とご協力をいた

だきましたことに心より感謝申し上げます。来

年度も、健翔会は地域の一員として、そして福

祉の担い手として、誠実に歩みを進めてまいり

ます。 
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全 体 総 括  

 

平成 29年 4月に改正された社会福祉法により、社会福祉法人による公益的な活動の

充実、評議員、理事、監事の役割が明確化、法人の意思決定システムとして確立的な

運用、財務規律の透明性が必要となりました。私たち健翔会は即時に対応し、現在に

至っています。 

法改正の趣旨によると、意思決定の遅れが法人運営において命取りになるというこ

とを考え、スピード感を持った運営を目指して、平成 29年度より課長職以上を各事業

所に配置し、且つ 3 名の課長を新しく理事に迎え、スピード感を持って対応していま

す。 

また、2020 年より法人の企画運営を進める会議体を設立しました。コアとなる役職

員による、情報収集、現場での企画・実践、など、役職員の知恵を活かしていきたいと

思います。 

私たち健翔会は社会福祉法人として 

① その人らしく、地域で暮らしていくためのアクション 

② 自ら学び、創造力を引き出すチームマネジメント 

③ 安定した経営と持続可能な経営基盤の確立 

以上のような計画を立てて実行して参りました。 

 

 

重点方針とその取り組み、その成果  

 

社会福祉法、障害者総合支援法をはじめ社会福祉事業の根幹となる法律の抜本的改正や、

新たな政策・制度の施行などと共に、高齢者人口の減少、児童虐待の社会問題化、外国人

介護労働者の受け入れなど事業を取りまく社会環境も大きく変化してきました。 

中核事業である障害福祉サービス事業については、引き続き強固な収益基盤として確立

させていくほか、新たな事業領域として、障害者の生活の場の確保、農福連携事業、子ど

も対象とした事業の開拓が重要な経営課題と認識してきました。 

これに伴い、事業運営の中核的な人材の育成を進め、法人として持続的な発展に取り組

みました。 

 

①  その人らしく、地域で暮らしていくためのアクション 

障害のある子ども、障害のある大人、、、誰もが、ありのままに、その人らしく地域で暮

らすことが出来る地域共生社会を実現するために、創造的な福祉を実践することを目標

にしました。 

（1） 障害者の生活の場の確保（グループホーム等）は、ご家族・ご利用者のこれか

らのこととして認識し、2025 年度においては用地取得、建設と着実な一歩を

進めて参りました。 

（2） 2024年度の報酬改定により、障害福祉サービスでは、6時間利用する利用者を

「0.75」と数えるなど、厚生労働省による利用者支援の改悪が行われました。

これにより、麦の穂並びに大地（両施設とも生活介護事業所）の法令上の定員
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超過状況は解消されましたが、実質的に改善された訳ではありません。設備基

準上の体制として良くない状況は続いており、引き続き新たな生活介護事業

所の開設に向けて埼玉県と協議を図った結果、2025 年 3 月に建設内示を得、

年度内に建物の引き渡しに至りました。 

（3） 放課後等デイサービスについては、安定した財政基盤整備が優先されますが、

障害があるお子さんをお持ちのご家族のニーズは大きなものがあります。ま

た、新しい利用児童の増加は今後の法人の発展の礎にもなります。選ばれる事

業所となるためにも、家族のニーズに応えるようにして参りました。 

（4） 移送、送迎の移動支援事業、ホームヘルプなどの訪問介護事業の研究・検討は

進められませんでした。 

（5） 就労の場の確保も障害のある人が地域で生活していく上では重要な課題です。

現在国が進めている農福連携事業。これについて研究を進めてまいりました。 

 

②  自ら学び、創造力を引き出すチームマネジメント 

社会の多様性は当然職員の多様性にもつながります。職員が自ら学び、自ら創造し、向

上していけるような仕組みを整える必要があります。教育、研修という言葉だけではな

く、組織の在り方も検討していきます。仕事が楽しく、面白みがあるよう、職員ひとり

ひとりの創意工夫やアイデアを大切にしました。学びの機会には Web の活用のほか、ほ

かの福祉事業者と連携するなど、情報交換を含め、広い視野をもって対応しました。 

 

（1） 障害福祉サービス、障害児通所支援事業は事業所数が増加し、競合状態にあり

ます。一方、障害福祉サービスに株式会社の参入が急増しています。このよう

な環境の中で安定した事業を展開するためには、数多くある競合事業所の中

から「選ばれる事業所」になる必要があります。それに必要なことは、サービ

スの質の向上、いわゆる職員のサービス提供レベルが重要です。これをアップ

させる取り組みを進めてまいりました。 

（2） 情報発信の重要性が増しています。障害児者への支援という職業について、興

味のある人は多いと思われます。情報発信は利用者児の増加及び、職員確保の

ファーストステップとしての効果もあり、facebook を用いて情報発信して参

りました。 

（3） 職員が自ら気づき、学ぶ機会を法人として積極的に作るようにして参りまし

た。 

（4） 職員ひとりひとりの能力を信頼し、積極的に起用していきます。いくつかの事

業を進める中で、その拠点となる事業については責任者となるべきスタッフ

が必要です。法人の事業展開に合わせた職員の募集、採用及び、人材の育成に

ついても取り組んでまいりました。 

（5） 人材育成の原則は「働きやすさ」です。働きやすい環境は風通しの良いもので

す。職員同士の意見交換が新しいサービスや支援方法を見つける一つになる

こともあるでしょう。積極的に意見交換のできる場を設けて参りました。 

（6） 働き方の改善対策として有効な ICT（タブレット端末）を活用した支援記録、

介護記録の入力、アセスメントシートの作成、請求業務を行い、業務の効率化
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を図りました。 

 

③  安定した経営と持続可能な経営基盤の確立 

持続的な成長のためには、安定した経営基盤が必要になります。財務状況については、

毎月報酬額、前年比、利用者のべ人数等のモニタリングを実施し、業務改善が必要な事

業所への指示指導につなげました。 

法人本部事業については、社会保険関連業務（厚生年金、健康保険、雇用保険、労基届

出関連など）外部委託を行い、兼務する職員の業務量の軽減を図るとともに、効率化を

進めました。 

自然災害、感染症の拡大等による業務停止への対策を各事業所とも確実に進められるよ

う整備しました。 

 

（1） 職員ひとりひとりが、事業所の収益構造を理解し、どうしたら利用が伸びるのか、

報酬の加算の必要な人員や資格は何か、何が必要で何が無駄なのか、など考えて

行動するように指導教育いたしました。 

（2） ICTの活用による合理化と業務改善を図りました。 

（3） SNS（LINE）を活用し、ご利用者児、ご家族に情報発信しました。Facebook を使

用して、障害者児に対する活動を知ってもらう地域の方々に情報を発信しました。 

（4） できるだけ長期間活用できるよう、また安全であるよう建物の修繕は計画的にす

べきところですが、法人全体の資金繰りを考慮し、大地の外壁塗装を中止しまし

た。 

（5） 災害や非常時に備えた計画とし備蓄等は段階的に整備を進めました。 

（6） 補助金や助成金の情報収集を図り、車両購入、大型備品の購入設置、修理、修繕、

設備更新等の際には、これら補助金や助成金を活用します。 

 

 

 

2025年度のその他の取り組みとその成果  

 

1.収支状況等の法人の運営上の課題について情報を内外から収集し分析する。 

・企画運営会議にて、新規事業、問題点課題など対応策を含め、事業所の運営をサポー

ト、また問題事項等は理事会に報告することができました。 

・報酬改定に伴う減算や加算を研究し、利用者児のケア向上に伴う加算を健翔会として

研究することはできませんでした。結果として、各事業所にて研究することといたし

ました。 

・地域生活支援拠点整備事業所として、麦の穂、大地が同拠点整備事業所として登録さ

れました。 

 

2.コンプライアンス順守、各種ハラスメント防止に向けた内部研修会の開催 

・健翔会としては新人職員研修において、統一的に実施することができました。引き続

き、同研修は実施して参ります。 
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3.各種委員会の開催 

・虐待防止委員会の開催と各事業所における研修内容の策定 

・身体拘束適正化委員会の開催と各事業所における研修内容の策定 

・業務継続計画（自然災害、感染症被害）に基づく研修内容と訓練実施概要の策定 

・各事業所の洪水時の避難確保計画に基づく訓練のサポート 

・感染症対策委員会の開催と各事業所における研修内容の策定と訓練実施概要の策定 

以上の委員会を開催しました。 

 

4.開かれた社会福祉法人として、法人事業活動、財務状況等をホームページで公開 

・社会福祉事業を広く知っていただくほか、人材獲得・利用者、利用児童の獲得に向け

ホームページ等広報活動の充実を図りました。インディード、エアワーク、エンゲー

ジにて採用活動を実施しました。 

・ホームページのリニュアルは検討できませんでした。次年度の課題としました。 

・LINE公式アカウントを麦の穂、大地、にじいろ、にじいろプラスにおいて開設し、ご

家族に友だち加入していただくことで、情報の一斉送信、個別のコミュニケーション

環境の構築、活動状況の報告をすることができました。 

 

5.ご利用者・ご利用児童のニーズの汲み取りから新規開設事業の検討 

・サービス評価に対する事業所（障害児通所支援）の対応、公表は実施できました。 

・新しい事業所開設の研究（就労継続支援 B型など）は引き続き進めて参ります。 

・障害児家族への情報提供・勉強会の開催 にじいろプラスにて開催しました。 

・障害者家族への事業運営報告等の開催 開催日：6月 9日  出席者数：39名 

 

6.地域生活応援事業の継続的展開 

・地域のひとり親への生活支援（2016年度からの継続事業）24世帯加入しています。 

 

7.福祉にまつわる情報を収集、人材育成のためのセミナーの活用 

・埼玉県社会福祉協議会への継続加入 健翔会は法人として加入の他、麦の穂、大地、

にじいろ、にじいろプラスが事業所として加入済み 

・行田市障がい者ネットワークへの継続加入 健翔会として加入済み 

・外部研修・セミナーへの参加 埼玉県社会福祉協議会を中心に研修等への参加を行い

ました。 
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事業の経過及びその成果  

 

 健翔会 増収・増益・売上目標達成  

売上は増収、損益も増益となりました。（％は前年比） 

サービス活動収益（売上高） 

人件費 

事業費 

事務費 

サービス活動増減差額（営業利益） 

経常増減差額（経常利益） 

当期活動増減差額（最終損益） 

3億 8,775万円 

2億 6,520万円 

2,068万円 

1,836万円 

6,233万円 

6,441 万 

円 

6,420万円 

107.3％ 

102.5％ 

91.7％ 

101.3％ 

161.5％ 

158.5％ 

157.9％ 

 

麦の穂拠点  増収・減益・売上目標達成 （％は前年比） 

報酬単価増で営業利益は増加。新規事業所への資金移動により増収減益となりました。 

サービス活動収益（売上高） 

サービス活動増減差額（営業利益） 

経常増減差額（経常利益） 

当期活動増減差額（最終損益） 

8,777万円 

2,161万円 

2,223万円 

△125万円 

109.1％ 

225.6％ 

206.5％ 

△130.6％ 

 

大地拠点  増収・減益・売上目標達成 （％は前年比） 

利用者 1名増で売上増。新規事業所への資金移動により増収減益となりました。 

サービス活動収益（売上高） 

サービス活動増減差額（営業利益） 

経常増減差額（経常利益） 

当期活動増減差額（最終損益） 

1億 9,639万円 

5,100万円 

5,174万円 

△90万円 

109.9％ 

127.7％ 

126.8％ 

△102.8％ 

 

にじいろ拠点  増収・減益・売上目標達成 （％は前年比） 

利用児童 名増員。売上は増額となり、増収増益となりました。 

サービス活動収益（売上高） 

サービス活動増減差額（営業利益） 

経常増減差額（経常利益） 

5,818万円 

△415万円 

△384万円 

107.8％ 

△218.3％ 

△206.5％ 

増収・増益 減収・減益 

売上達成 売上未達成 
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当期活動増減差額（最終損益） △408万円 △363.0％ 

にじいろプラス拠点  増収・減益・売上目標達成 （％は前年比） 

利用児童 3名減員。売上は減、営業利益は増益となりました。 

サービス活動収益（売上高） 

サービス活動増減差額（営業利益） 

経常増減差額（経常利益） 

当期活動増減差額（最終損益） 

3,553万円 

190万円 

196万円 

93万円 

93.6％ 

168.6％ 

164.4％ 

111.8％ 

 

相談支援センターくじらぐも拠点  減収・増益・売上目標未達成 （％は前年比） 

職員退職により減少、人件費減少のた増益となりました。 

サービス活動収益（売上高） 

サービス活動増減差額（営業利益） 

経常増減差額（経常利益） 

当期活動増減差額（最終損益） 

501万円 

△265万円 

△228万円 

△242万円 

84.5％ 

72.4％ 

62.4％ 

△365.5％ 

 

生活サポート事業  増収・増益・売上目標達成 （％は前年比） 

利用件数増加、売上増、人件費増、結果増益となりました。 

サービス活動収益（売上高） 

サービス活動増減差額（営業利益） 

経常増減差額（経常利益） 

当期活動増減差額（最終損益） 

178万円 

22万円 

22万円 

20万円 

138.0％ 

296.9％ 

298.3％ 

316.3％ 

 

日中一時支援事業  （事業休止状態）  

日中一時支援事業は事業休止中です。               （％は前年比） 

サービス活動収益（売上高） 

サービス活動増減差額（営業利益） 

経常増減差額（経常利益） 

当期活動増減差額（最終損益） 

0万円 

0万円 

0万円 

0万円 

― ％ 

― ％ 

― ％ 

― ％ 
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太陽光発電事業  増収・増益・売上目標達成  

年間を通じて 6％の発電量が増加しました。（％は前年比） 

サービス活動収益（売上高） 

サービス活動増減差額（営業利益） 

経常増減差額（経常利益） 

当期活動増減差額（最終損益） 

115万円 

52万円 

52万円 

△1万円 

99.1％ 

111.7％ 

112.0％ 

△104.5％ 

  



令和 7年度（2025年度）事業報告                     

11 
 

 

法人職員の状況 （2026年 3月 31日現在） 

 正職員 パート職員 合計 前年差 

麦の穂 5名 13名 18名 ＋1名 

大地 9名 27名 36名 ±0名 

にじいろ 6名 12名 18名 ＋2名 

にじいろプラス 4名 4名 8名 ＋1名 

相談支援センター 

くじらぐも 
1名 ― 1名 ±0名 

合計 25名 56名 81名 ＋4名 

 

  

福祉事業 

 

法人本部 

拠点区分 

① 2025 年度の理事会は 7回開催しました。法人全体や各事業の計画的な

進行管理を行いました。新生活介護棟建設に関する一般競争入札を審

議、グループホームの入札結果の審議などしました。定時評議員会も

開催、また、11月には理事会にオブザーバーとして参加するなど、法

人の運営に積極的に参画していただきました。 

②収支状況等の法人の運営上の課題についての情報を収集し、考えられ

る対応策を含め、理事長や理事会に報告、運営規程等の改正を行いまし

た。 

③開かれた社会福祉事業を目的として、法人事業活動や財務状況等をホ

ームページで公開。さらに人材獲得・利用者、利用児童の獲得に向けホ

ームページ等広報活動の充実を図りました。 

④ご利用者・ご利用児童のニーズの汲み取りから新規開設事業の検討。 

サービス評価に対する事業所ごとに対策・対応を検討しました。 

新規事業の研究、企画運営会議の設置 

⑤地域生活応援事業の継続的展開 

制度の隙間の生活弱者への支援（平成 28年度からの継続事業） 

2026 年 3月 31日現在 24世帯が登録（4世帯減少） 



令和 7年度（2025年度）事業報告                     

12 
 

福祉事業 

 

障害福祉サ

ービス 

 

麦の穂 

拠点区分 

生活介護 定員 20名  契約利用者数 25名 

 

麦の穂においては、コミュニケーションの可否や就労への理解がある

障害者への生活介護サービスを実施しています。 

利用契約者数は定員を上回っており、2025 年度の利用率は 83.0％ 1

日平均 16.6人で、サービス活動収益（売上高）は、732 万円増額の 8,777

万円となりました。 

人件費は前年より△265万円の 5,228万円（人件費率 79％）、事業費は

前年より△68 万円の 603 万円、事務費は前年より△148 万円の 286 万円

となりました。 

これにより、麦の穂の営業利益は＋1,203万円の 2,161 万円（営業利益

率 24.6％）、最終損益は△534 万円の 125万円の損失となりました。 

就労関係では収入の見込める作業として、受注作業や手芸品・農作物

の販売などを実施し、利用者に工賃を支給しています。 

 

＜2025 年度の事業の重点項目に対する振り返り＞ 

1.利用者の利用実績のアップに努める。 

・2025 年度は利用定員 20 名に対しての 90％の利用実績を目指しました

が、83.0％の利用実績に留まりました。原因としては 2025年度内に利

用者が 2 名減少したこと、7 月以降の利用が途切れたままになってい

るご利用者がいること、散歩など特定のイベントを回避するため麦の

穂を利用しない日が増加したご利用者がいることなどが挙げられま

す。2025 年度は利用実績のアップとともに利用者の増加に努めます。 

 

2.職員が自ら成長できる環境を整える。 

・埼玉県社会福祉協議会が主催するキャリアパス研修を受講することに

より段階的に福祉全体に共通する専門性とチームケアの一員としての

組織性を学び、各職員のスキルアップにつながった。 

・スキルアップ応援シートを活用することにより各職員の課題が明確に

なりそれぞれの課題に対して取り組むことが出来た。 

 

3.安定した事業継続が行えるよう体制、手順を整備する。 

・業務継続計画をもとに年 2 回、自然災害発生時・感染症発生時の訓練

を行い、損害を最小限に抑え、重要業務の継続と早期復旧を図るノウ

ハウを確認することが出来た。 

・体調不良のご利用者には早めの声掛けで長期の休みにはつながらなか

った反面、散歩など特定のイベントを避ける傾向にあるご利用者への

声掛けとご家族との情報共有に一体感を欠き、休みがちになることを

防ぐことが出来なかった。 
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福祉事業 

 

障害福祉サ

ービス 

 

麦の穂 

拠点区分 

・手洗い講習会を開催して再度手洗いの重要性を確認することが出来た。 

・施設内の 4Sを進めることで一定のご利用者の衛生観念の向上には寄与

出来たがまだまだ伸びしろがあることを確認した。 

・2026年度は 2025年度の結果を活かし、安定した事業継続が行えるよう

努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

事業に関するデータ 

 利用者  

・契約者数 27名→25名 

 

 職員配置  

・正職員増減なし 

・パート職員 1名増 

 

 

  
延べ利用人数 

（人） 

利用平均 

（人/日） 
利用率 備考 

2025

年 

4月 505 17.2 86.0％  

5月 514 17.5 87.5％  

6月 497 17.8 89.0％  

7月 504 16.4 82.0％  

8月 446 15.9 79.5％  

9月 495 16.9 84.5％  

10月 568 17.0 85.0％  

11月 453 15.4 77.0％  

12月 403 15.1 75.5％  

2026

年 

1月 450 16.9 84.5％  

2月 432 16.2 81.0％  

3月 494 16.8 84.0％  

  5,761 16.6 83.0％  
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福祉事業 

 

障害福祉サ

ービス 

 

大地 

拠点区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活介護 定員 28名 契約利用者数 41名 

 

大地においては、コミュニケーションが取れない、取りにくい障害者や

就労への理解がない、あるいは働くことができない障害者への生活介護

サービスを実施しています。 

契約者数は定員 28 名を大幅に上回る 41 名と契約しています。利用率

96.7％です。重度障害者加算を算定したことにより、サービス活動収益

（売上高）は、前年額より＋1,775 万円の 1億 9,639 万円となりました。 

費用は人件費が前年より＋747万円の 1億 2,126万円（人件費率 83.4％）、

事業費は△57 万円の 930 万円、事務費は＋145 万円の 607 万円となりま

した。 

これにより大地の営業利益は、前年より＋1,108万円の 5,100万円（営業

利益率 25.9％）となり、最終損益は△3,322万円の 90 万円の損失となり

ました。 

就労関係では収入の見込める作業として、パン工房麦香によるパンの製

造販売、発泡スチロールの溶解事業、受注作業や農作物の販売、リサイク

ル品の販売などを実施しています。 

 

＜2025 年度の重点項目に対する振り返り＞ 

1.重度障害者支援の専門性を高める 

 ・ピクトグラム、絵カード、写真等のツールを用いた構造化を行い、ご

利用者が「何を、いつ、どこで、どのようにすればよいか」を視覚的

に整理できるようにし、先の見通しが立てられるように可視化の支

援を充実させる。 

  個別に応じた視覚的支援ではスケジュールボードや絵カード、ピク

トグラムを使用してアプローチを進めました。外出や行事の話し合

いでは、プロジェクターを使い画像で視覚的に理解を促し整理でき

るようにしました。その結果、外出先や行事で当日パニックが減少

しています。引き続き次年度も構造化を推進し、施設内の視覚的な

環境整備を実施していきます。 

 

2.施設内４Ｓの実行と職場環境を整える 

 ・支援の質の向上を目指し、必要なことと不必要なことを常に考え、必

要なことを充実させる。 

 ・ご利用者が活動を行う環境を整えることで、事故防止や安全面の確

保につながる。 

  2025 年度は年間を通して清掃活動を多く実施し、施設内の美化を推

進しました。ご利用者の生活する環境スペースや作業室の棚の整理

整頓を実施したことで、安全や動線の確保を見直しました。2026 年

度は老朽化した備品や不要なものをチェックして業務の効率化を図
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福祉事業 

 

障害福祉サ

ービス 

 

大地 

拠点区分 

ります。 

 

3.ご利用者のニーズに応える 

 ・ご利用者の運動不足解消やストレス発散となるように、レクリエー

ションを実施して体を動かす活動を取り入れる。 

  レクレーションの定期的な実施を行いましたが、散歩の回数を伸ば

すことができませんでした。2026 年度は生活プログラムの毎週のス

ポーツ活動を確立し、散歩と体を動かすレクレーションを実施して

いきます。 

 

 

 

 

事業に関するデータ 

 利用者  

・2名が利用を開始しました。39名→41 名 

 

 職員配置  

・パート職員 3名採用 

・パート職員 1名退職 

 

 

  
延べ利用人数 

（人） 

利用平均 

（人/日） 
利用率 備考 

2025

年 

4月 782 28.0 100.0％  

5月 810 27.3 97.5％  

6月 772 27.3 97.5％  

7月 859 27.7 98.9％  

8月 780 27.4 97.8％  

9月 799 26.9 96.0％  

10月 869 27.0 96.4％  

11月 758 26.8 95.7％  

12月 733 27.0 96.4％  

2026

年 

1月 713 26.2 93.5％  

2月 733 27.0 96.4％  

3月 803 27.0 96.4％  

  9,411 27.1 96.7％  
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福祉事業 

 

障害児通所

支援 

 

にじいろ 

拠点区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放課後等デイサービス・児童発達支援 定員 20名 契約児童数 33名 

 

2025年度の平均利用率は 94％になりました。これにより、サービス活

動収益（売上高）は前年より＋439万円の 6,058万円となりました。 

費用は人件費が前年より＋599 万円の 5,374万円（人件費率 83.0％）、

事業費は△42万円の 283万円、事務費は△35万円の 261万円でした。

これによりにじいろの営業利益は、前年より△64万円の 415万円の損失

となりました。最終損益は△563 万円の 408万円の損失となりました。 

 

＜2025 年度の重点項目に対する振り返り＞ 

放課後等デイサービスは、障がいのある子どもたちが安心して過ごし、

成長を支える重要な地域資源として、その役割が年々高まっています。

2024 年度の報酬改定により、専門的支援の強化や 5 領域に基づく総合的

支援が求められ、事業所には高い専門性と組織的な支援体制の整備が引

き続き必要とされています。こうした状況の中、行田市より中核機能強

化事業所として認定されて、今まで以上に地域との協働を深めながら、

質の高い支援を安定的に提供し続けることが求められています。 

 

1．児童一人ひとりの支援を充実させる 

（評価、改善、計画、実行サイクルの充実） 

・2025 年度は、総合的支援 5 領域「健康・生活」「運動・感覚」「認知・ 

行動」「言語コミュニケーション」「人間関係・社会性」に基づく支援計

画を軸に、児童一人ひとりの成長を丁寧に評価し、必要な支援の見直し

と計画づくりを行いました。その結果、個々の課題や強みに応じた個別

支援の質が向上し、集団活動とのバランスを取りながら、より効果的な

支援を提供することができました。 

また、支援に関わる職員全員が児童の様子を日々観察し、得られた情報 

を共有するチェックシートによる評価体制が定着しました。共有され

た情報をもとに、支援方法を柔軟に調整できるチームワークが構築さ

れ、児童の変化に応じた迅速な対応が可能となりました。 

・職員は年間目標に沿って必要な研修を受講し、得た知識や技術を職員

間で共有することで、支援の PDCAサイクルがより確実に機能し、児童

の成長を支える体制が着実に整ってきた一年となりました。 

 

2.過ごしやすい環境づくりの徹底 

・2025 年度は、児童が「何をすればよいか分からない」「準備や片付けの

手順が理解しづらい」「言葉だけの指示では行動につながりにくい」と

いった特性を踏まえ、活動しやすい環境づくりに重点を置いて取り組

みました。場所・時間・スケジュール・活動のルールを視覚的に示す構

造化を丁寧に行い、児童が自分で必要な情報を確認しながら行動でき
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福祉事業 

 

障害児通所

支援 

 

にじいろ 

拠点区分 

る場面が増えてきました。これにより、活動への見通しが持ちやすく

なり、安心して過ごせる時間が広がってきています。 

・環境整備の一環として、定期的に必要な物と不要な物を整理し、施設内

の整理整頓を継続して行いました。日常的な清掃や事業所内外の環境

整備にも職員全員で取り組み、清潔で落ち着いた空間を保つことがで

きました。さらに、感染症対策として消毒作業を徹底し、衛生的な環境

づくりにも努めました。 

これらの取り組みにより、児童が安心して過ごせる環境づくりは着実

に進んできています。子どもたちにとって「環境」は最も重要な支援基

盤であり、今後も継続的に見直しと改善を行いながら、より良い環境づ

くりを進めていく必要があります。 

 

3.保護者、関係機関との連携を図る 

・2025 年度は、「明るい笑顔と元気な挨拶」を事業所の基本姿勢として

位置づけ、職員一人ひとりが施設の“顔”であることを意識しながら

日々の支援に取り組みました。その結果、保護者の方々との日常的な

挨拶やコミュニケーションがより親しみやすいものとなり、信頼関係

と安心感が深まってきました。ご家庭での困りごとや不安、児童の成

長に伴う課題についても共有しやすい雰囲気で保護者と共に児童の

成長を支える体制がより強くなってきています。通所している学校や

幼稚園と情報共有も進められ、学校・圓での生活や様子、支援上の課

題などを相互に共有することで、支援の一貫性を高めることができま

した。また、2025 年 12 月に行田市より中核機能強化事業所として認

定されたことにより、地域の障害児支援の拠点としての役割を本格的

に担い始め、地域関係機関との連携体制は着実に前進しています。今

後も継続的に情報共有を行い、児童支援のネットワークをさらに充実

させていく必要があります。 
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事業に関するデータ 

 

 利用児童  28名→33名 

・3名が放課後等デイサービス（内 1名は児童発達支援より移行） 

・3名が児童発達支援の利用を開始しました。 

 

 職員配置  

・正職員 1名増（にじいろプラスより異動） 

・パート職員 2名採用 1名退職 

 

  
放デイ利用

児（人） 

児童発達利

用児（人） 

利用平均 

（人/日） 
利用率 備考 

2025

年 

4月 370 33 18.32 91％  

5月 409 43 20.55 102％  

6月 404 57 21.95 109％  

7月 398 61 19.67 98％  

8月 360 32 18.67 93％  

9月 405 36 20.25 101％  

10月 412 37 19.52 97％  

11月 315 28 16.33 81％  

12月 352 54 19.33 96％  

2026

年 

1月 354 43 19.40 97％  

2月 349 38 19.35 96％  

3月 354 48 18.27 91％  

  4,392 510 18.93 94％  
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福祉事業 

 

障害児通所

支援 

 

にじいろプ

ラス 

拠点区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放課後等デイサービス 定員 10名  契約児童数 18名 

 

にじいろプラスは、2023年 4 月ににじいろの移転に伴い、旧にじいろを

使用した新設の放課後等デイサービスです。普通学校の支援級の児童を

中心に利用されています。 

2025年度の平均利用率は 101％となりました。これにより、サービス活

動収益（売上高）は前年より 237万円減り 3,505万円となりました。 

費用は人件費が前年より△270 万円の 2,802万円（人件費率 84.5％）、

事業費は△35万円の 148万円、事務費は＋14万円の 247万円でした。

これによりにじいろプラスの営業利益は、前年より＋77万円の 190万円

の利益となりました。最終損益は＋9万円の 93万円となりました。 

 

＜2025 年度の重点項目に対する振り返り＞ 

報酬改定により職員の経験年数による報酬区分に変更され、職員配置変

更によって前年度より利用者単価約 1％低い請求となりました。年間平均

利用率が 101％で昨年度より 5％下がりました。大きな要因として学校で

の感染症の広がりによる学級閉鎖、学校に断続的に不登校になる児童も

数名見られたことが影響し利用率が下がっています。中学生向けとして

基本降所の 17時以降も対応し学習支援・余暇の時間等を個々に対応しま

した。 

埼玉県みどりの活動支援補助事業にて購入したプランターにて前年度の

種から花を栽培し子ども達が植物と触れ合う機会を持ちました。 

 

1.職員の支援レベルのアップを図る 

職員の支援対応力のレベルアップでは、児童支援を初めて行う職員は、

児童発達の基礎を学べるリタリコ研修で学び、埼玉県の発達障害総合

支援センター・埼玉県社会福祉協議会の研修等で更に支援レベルを上

げる研修を学びました。パート職員に対しても職員会議にて発達の 5領

域等の研修を行い支援のレベルアップを図りました。 

感染症対策については基礎的な感染対策は随時行い施設内での感染症

の広がりはありませんでした。ヒヤリハットについは職員会議にて毎

月報告を行い、同じ事案が起きないように検討・対応しました。大きな

事故もなく児童が安心して過ごせました。 

 

2.子どもの主体性を育てる。 

体験や活動の提供に関しては、引き続き「リクエスト活動」として子ど

も達のやりたい活動を集団活動に取り入れています。活動の中にも自

己選択や自己決定する機会をつくり、どの公園に行くか、どの遊びをす

るか、どんな料理を作るかなど集団で考えながら子ども達の集団力が

育つようにしました。 

デジタル技術を使った学習や活動を提供に関しては、動画を使った活

動の展開やパワーポイントなどのソフトを使って子どもに分かりやす

く伝えたりしました。余暇時間にはインターネット検索でローマ字入
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福祉事業 

 

障害児通所

支援 

 

にじいろプ

ラス 

拠点区分 

力を覚えたり、ワードを使って自分の好きな物を印刷したりと楽しみ

の中から学べるようにしました。数名の児童には、パソコンやタブレッ

トを使ってゲーム制作に取り組んでもらいました。また、世界の知識に

詳しい子には、パワーポイントを使ったクイズ作りを担当してもらい、

それらを集団活動に取り入れました。子ども達一人ひとりの得意なこ

とを活かすことで、主体性や意欲を育てることにつながりました。 

5領域と活動内容を関連付け、遊びの活動の中にも療育的な視点をもっ

た活動内容になる様に企画をしていきました。 

土曜日開所は 4月親子参加型の５陶芸体験。6月うどん打ち・いちご狩

り。9 月鍾乳洞探検。12月家族参加型クリスマス会。3月カリビアンビ

―チでプール遊びを行い。季節に合わせた体験活動を行いました。当

初、新幹線に乗って雪遊びを企画していましたが、職員介助費を含むと

参加費用が高くなったことが要因し、参加者が少なかったことから別

企画に変更し対応しました。 

 

3.中学生向けのサービス提供 

中学生の児童が 4名となり、活動内容のレベル設定も難しくなりまし

た。中学生には活動の手伝いや、活動の企画なども職員と一緒に行い

企画する力、他者を楽しませる等の他者を意識したソーシャルスキ

ル・ライフスキルを学べるようにしました。 

 

4.関係機関や保護者との連携を図る。 

ご家族と児童についての様子確認や情報の共有については、送迎時及

び個別支援計画の際に情報共有を行いました。にじいろプラスのライ

ンにて日々の活動の様子を定期的に配信し子ども達の楽しんでいる姿

を写真等を通して伝えました。 

学校との連携は送迎時と必要な児童には担当者会議を行いました。 

地域交流に関してはハロウィンイベントで街中を仮装して歩き、協力

店にお菓子を貰いに出かける、教育センターのイベント等に参加し地

域・社会の人と交流する機会を持ちました。 

保護者・家族参加型の企画を年に 2回行い、直に子ども達の楽しむ姿、

友達同士の関りを見てもらい。また保護者同士の関わる機会となりま

した。 

 

5.5領域と感覚統合ピラミットを主軸においた支援 

 感覚統合ピラミットを参考にしながら、感覚の土台がしっかりと育つ

様に個々の苦手な部分を汲み取りながら個別支援計画を作成しました。

それを基に、様々な活動に結び付けながら支援を行いました。上級生に

なるにつれて土台部分の感覚の偏りが緩和する児童も増え、それにより

感覚統合ピラミットの上位部分である知的活動・学習・コミュニケーシ

ョンの部分の成長が大いに感じられています。 

 

事業に関するデータ 
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 利用児童   15 名→18名 

・4月 1名新規利用開始 

・9月 1名にじいろより移動 

・12月 1名新規利用開始 

 

 職員配置  

・正職員 1名採用 

・パート 1名採用 

 

  
放デイ利用児 

（人） 

利用平均 

（人/日） 
利用率 備考 

2025

年 

4月 233 10.13 101％  

5月 202 8.78 87％  

6月 234 11.14 111％  

7月 251 10.91 109％  

8月 186 8.86 88％  

9月 255 11.09 110％  

10月 244 10.61 106％  

11月 190 9.50 95％  

12月 210 10.00 100％  

2026

年 

1月 207 10.35 103％  

2月 190 9.50 95％  

3月 256 11.13 111％  

  2658 10.18 101％  
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福祉事業 

 

特定相談支

援 

障害児相談

支援 

 

相談支援セ

ンターくじ

らぐも 

拠点区分 

特定相談支援（計画相談）・障害児相談支援 契約者数 165名 

 

管理者兼相談支援専門員の細川竜太の突然の退職により、2026年 2月よ

り活動を休止したため、サービス活動収益（売上高）は前年より△91万

円の 501 万円となりました。 

費用は人件費が前年より△204 万円の 669万円（人件費率 87.2％）、事

業費は＋2万円の 35万円、事務費は＋9万円の 32万円でした。これに

より相談支援センターくじらぐもの営業利益は、前年より＋101万円の

265万円の損失となりました。最終損益は△176万円の 242万円の損失

となりました。 

 

活動に対する報告はありません。 

2026年 3月 31日をもって事業廃止といたしました。 

 

 

事業に関するデータ 

 

 契約者・児数   

契約者児数 146名→165名 

 

 職員配置  

・正職員 1名退職 

 

  障害者 障害児 
合計件数 

  計画作成 モニタリング 計画作成 モニタリング 

202
5

年 
4月 10 10 16 3 39 

5月 10 14 5 1 30 

6月 7 16 6 2 31 

7月 8 22 2 3 35 

8月 4 16 10 0 30 

9月 6 21 2 10 39 

10月 5 20 3 3 31 

11月 10 14 4 6 34 

12月 4 15 3 3 25 

2026

年 

1月 4 12 0 1 17 

2月 - - - - - 

3月 - - - - - 

  68 160 51 32 311 
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公益事業 

 

障害児者生

活サポート

事業 

 

生活サポー

ト麦 

 区分拠点 

障害児者生活サポート事業 定員なし 契約利用者数  33名 

 

市町村事業 契約市数 5市（行田市、熊谷市、羽生市、鴻巣市、加須市） 

利用件数は 193％の 286件、利用時間は前年比 142％の 603.5時間となり

ました。 

これにより、サービス活動収益（売上高）は、前年比＋49 万円の 178 万

円となりました。 

費用は人件費が前年比＋34万円の 147万円、事業費は＋0万円の 3万円、

事務費は±0万円の 4万円でした。 

これにより生活サポート事業の営業利益は、前年比より＋14万円の 22万

円となりました。最終損益は＋14万円の 20万円となりました。 

 

2025年度の重点項目であった 

万一家族が困った時に利用できる制度ではあるが、利用者、家族が利用

の申し込みをしていないことにはサービスを提供できないので、予め

生活サポートの申し込みをしておくようにお願いしておく。について

は、利用件数の増加として効果がありました。 

 

 

3）職員配置 

正職員 15名、パート職員 6名を登録し兼務させています。 

 

公益事業 

 

日中一時支

援事業 

 

日中一時支

援 拠点区

分 

大地・にじい

ろ・にじいろ

プラス 

日中一時支援事業 定員なし 

契約利用者数（大地登録）      9名 

契約利用児数（にじいろ登録）    5名 

契約利用児数（にじいろプラス登録） 1名 

 

市町村事業 契約市数 4市（行田市、羽生市、鴻巣市、加須市） 

利用件数は 0件 

 

令和 6 年（2024 年）の報酬改定により、障害福祉サービスの利用時間の

考え方が時間単位に変更されたため、日中一時支援サービスとして利用

していた時間は生活介護の延長加算として報酬に組み込まれました。 

障害児通所支援事業においても、報酬改定によりサービス提供時間以外

の利用は預かりニーズに対応した支援として延長支援を利用することな

りました。 

現在活動は行っておりません。 

 

3）職員配置 

正職員 17名、パート職員 5名を登録し兼務させています。 
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収益事業 

 

太陽光発電

事業 

拠点区分 

太陽光発電事業 

 

サービス活動収益（売上高）は、前年比△9千円の 1,151千円となりま

した。 

費用は事務費において税務申告の業務委託費 99千円、固定資産税 60千

円、償却は 430千円でした。これにより太陽光発電事業の営業利益は昨

年より＋55 千円の 528 千円の利益となりました。最終損益は△237 千

円の 10 千円の損失となりました。 

本部への繰入金 540 千円、大地へ借入金を 620千円返済しました。 

 

2025年度の重点項目はありませんでした。 
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＜施設・サービス概要＞ 
障害福祉サービス事業所 麦の穂   

 

 

 
 

 

所在地：〒361-0007 

埼玉県行田市小見 1141 番地 1 

TEL:048-554-8815 FAX:048-554-8814 

実施事業：生活介護（20 人） 

開設日：2007 年 4 月 1 日 

 

   

障害福祉サービス事業所 大地   

 

 

 
 

 

所在地：〒361-0007 

埼玉県行田市小見 1144 番地 2 

TEL:048-555-6166 FAX:048-501-7543 

実施事業：生活介護（28 人） 

開設日：2012 年 6 月 1 日 

 

   

障害児通所支援事業 にじいろ   

 

 

 
 

 

所在地：〒361-0062 

埼玉県行田市谷郷 2 丁目 16-26 

TEL:048-598-7989 FAX:048-598-7319 

実施事業：放課後等デイサービス・児童発達支援（20 人） 

開設日：2017 年 3 月 1 日 移転：2023 年 4 月 1 日 

 

TEL:048-554-8815
TEL:048-555-6166
TEL:048-598-7989
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＜施設・サービス概要＞ 
障害児通所支援事業 にじいろプラス   

 

 

 
 

 

所在地：〒361-0077 

埼玉県行田市忍 1 丁目 11 番地 1 

TEL:048-598-5252 FAX:048-501-6031 

実施事業：放課後等デイサービス（20 人） 

開設日：2023 年 4 月 1 日 

 

 

   

 

 

  

TEL:048-598-5252
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＜施設・サービス概要＞ 

生活サポート事業 生活サポート麦  日中一時支援事業 大地  

 

 

 

 

所在地：〒361-0007 

埼玉県行田市小見 1137 番地 1 2 階 

TEL:048-554-8815 FAX:048-554-8814 

実施事業：公益事業 障害児者生活サポート事業 

開設日：2007 年 9 月 25 日 

 

 所在地：361-0007 

埼玉県行田市小見 1144 番地 2 大地内 

TEL:048-555-6166 FAX:048-501-7543 

実施事業：公益事業 日中一時支援事業 

開設日：2014 年 4 月 7 日 

日中一時支援事業 にじいろ  日中一時支援事業 にじいろプラス 

 

 

 
所在地：〒361-0062 

埼玉県行田市谷郷 2 丁目 16番 26 号 

TEL:048-598-7898 FAX:048-598-7319 

実施事業：公益事業 日中一時支援事業 

開設日：2019 年 3 月 1 日 

 

 所在地：〒361-0077 

埼玉県行田市忍 1 丁目 11番 1 

TEL:048-598-5252 FAX:048-501-6031 

実施事業：公益事業 日中一時支援事業 

開設日：2023 年 4 月 1 日 

 

収益事業  太陽光発電事業  埼玉県あんしん共同太陽光発電事業（麦の穂） 

 

 

 
所在地：〒361-0007 

埼玉県行田市小見 1144 番地 2 大地 

TEL:048-555-6166 

FAX:048-501-7543 

実施事業：収益事業 

開設日：2017 年 4 月 17 日 

 所在地：〒361-0007 

埼玉県行田市小見 1141 番地 1 

TEL:048-554-8815 

FAX:048-554-8814 

実施事業：障害福祉サービス事業 

開設日：2021 年 10 月 （同年 11月 19 日売電開始） 

   

  

TEL:048-554-8815
TEL:048-555-6166
TEL:048-598-5252
TEL:048-598-5252
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＜健翔会法人概要＞                     2026 年 3 月 31 日現在 

法人名称 社会福祉法人健翔会（法人設立年月日 2007 年 9 月 26日） 

法人番号 10300-05-014306 

主たる事業所 〒361-0007 埼玉県行田市大字小見 1141 番地 1 

電話：048-554-8815 ファクシミリ：048-554-8814 

理事長 渡辺 弘 

理事 渡辺 弘  （埼玉県行田市） 

野村正幸  （埼玉県行田市） 地域福祉 

渡辺真一  （埼玉県行田市） 大地管理者 

齋藤真知子 （埼玉県行田市） にじいろ管理者 

前田博和  （埼玉県行田市） 麦の穂管理者 

細川竜太  （埼玉県熊谷市） 相談支援センターくじらぐも管理者 

監事 持田 茂  （埼玉県行田市） 税理士 

園部たま江 （埼玉県行田市） 民生委員・児童委員 

評議員 廣田賢也  （埼玉県行田市） 住職 

松井正俊  （埼玉県行田市） 行田市荒木公民館長 

石川貴夫  （埼玉県行田市） 荒木地区第 7 区 自治会長 

本間一郎  （埼玉県行田市） 荒木地区第 8 区 自治会長 

加藤英典  （埼玉県所沢市） 弁護士 

木元信一  （埼玉県行田市） 家族代表 

清水龍男  （埼玉県行田市） 株式会社清水アーネット社長 

柳原祐子  （埼玉県行田市） 民生委員・児童委員 

評議員選任・

解任委員 

木元紘一  （埼玉県行田市） 

持田 茂  （埼玉県行田市） 税理士 

榎本左知子 （埼玉県行田市） にじいろ主任児童指導員 心理担当 

第三者委員 園部たま江 （埼玉県行田市） 民生委員・児童委員 

木元信一  （埼玉県行田市） 家族代表 

事業の概要 １.第二種社会福祉事業 

（1） 障害福祉サービス事業の経営 

（2） 障害児通所支援事業の経営 

（3） 特定相談支援事業の経営 

（4） 障害児相談支援事業の経営 

 

2.公益を目的とする事業 

（1）障害者（児）生活サポート事業 

（2）日中一時支援事業 

3.収益事業 

（1）太陽光発電事業 

 

4.その他 

（1）地域生活応援事業 

（2）埼玉県あんしん共同太陽光発電事業 

 

所轄庁 行田市 
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＜社会福祉法人健翔会 沿革＞ 

 2006年（平成 18年） 

▶9 月 22日 「社会福祉法人健翔会」として設立（埼玉県認可） 

▶9 月 26日 「社会福祉法人健翔会」を法人登記 

 2007年（平成 19年） 

▶4 月 1 日 法人最初の施設「麦の穂」（埼玉県行田市）開

設。障害者自立支援法への移行後、埼玉県初の生活介護（10

名）・生活訓練（10名）の多機能事業所として創設 

写真は「麦の穂（生活介護）の竣工披露宴前の理事長 

 

 ▶9 月 25日 埼玉県障害者（児）生活サポート事業（行田市）開始 

▶11 月 20日 同上 生活サポート事業（加須市）開始 

 

 2009年（平成 21年） 

▶4 月 1日 同上 生活サポート事業（熊谷市）開始 

 

 2012年（平成 24年） 

▶6 月 1 日 法人 2 番目の生活介護事業所「大地（定員 28

名）」開設 

写真は大地竣工披露宴での理事長のあいさつ 

 

 2014年（平成 26年） 

▶4 月 7日 日中一時支援事業（行田市）開始 

▶4 月 24日 日中一時支援事業（羽生市・鴻巣市）開始 

▶5 月 12日 障害児（者）生活サポート事業（鴻巣市）開始 

▶5 月 12日 日中一時支援事業（加須市）開始 

 

 2016年（平成 28年） 

▶4 月 1日 地域生活応援事業（相談・給付事業）開始 

 

 2017年（平成 29年） 

▶3 月 1日 障害児通所支援事業 にじいろ開設（放課後等

デイサービス 定員 10人） 

写真はにじいろ開設時 
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 2018年（平成 30年） 

▶4 月 17日 収益事業 太陽光発電事業開始 

写真は大地の屋根に設置した太陽光パネル 

 

 2020年（令和 2年） 

▶5 月 1日 にじいろ 多機能化（放課後等デイサービス＋児童発達支援） 

翌年 2021.4に定員 20 名に増員 

 

 2021年（令和 3年） 

▶7月 1日 障害福祉サービス事業 相談支援センターくじ

らぐも開設（特定相談支援事業、障害児相談支援事業） 

 

  

▶11 月 19日 埼玉県あんしん共同太陽光発電事業開始 

写真は麦の穂の屋根に設置した太陽光パネル 

 

 2023年（令和 5年） 

▶4 月 1 日 にじいろプラス開設（放課後等デイサービス 

定員 10名） 

▶4 月 1日 にじいろ移転（行田市忍 1丁目から行田市谷郷

2 丁目へ移転） 

写真はにじいろ移転竣工披露宴での理事長のあいさつ 

 

 

 

 

 

 2025年（令和 7年） 

▶9 月 11日 森の木（生活介護 定員 22名）の地鎮式 

写真は地鎮式で鎌入れをする理事長 
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▶10 月 10日 花（共同生活援助 定員 20名）の地鎮式 

写真は地鎮式での全体写真 

 

 

 

  

 2026年（令和 8年） 

▶3 月 31日 森の木（生活介護 定員 22名）竣工 

▶3 月 31日 相談支援センターくじらぐも 廃止 

 

 


